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第１章 第３次一関市協働推進計画の基本的事項 

１ 計画策定の背景と目的 

本市では、協働のまちづくりの推進を施策に掲げ、平成 22年 12 月に「一関市協働推進ア

クションプラン」を策定し、協働のための「人づくり」「環境づくり」「仕組みづくり」に取

り組み始めました。 

その後、平成 26年度には、市民主体の地域づくり活動の促進と、市民と行政の協働による

まちづくりを推進する分野別計画として「一関市地域協働推進計画」を策定しました。 

平成 30 年度には地域協働推進計画の計画期間の終了に伴い、これまでに取り組んできた協

働の仕組みづくりをさらに進めるため、第２次の「一関市地域協働推進計画」を策定しまし

た。 

また、令和４年３月には、これまでの取組の成果と課題を踏まえ、社会情勢の変化に対応

した協働のまちづくりをより一層推進するため、一関市協働推進アクションプランの見直し

を行いました。見直しにおいては、アクションプランに掲げる「目指すまちの姿、協働の考

え方、協働の取組の基本方針」を引き継ぐこととし、計画の名称を第２次「一関市協働基本

計画」と改めました。 

この間、少子・高齢化と人口減少が喫緊の課題となる中、地域を取り巻く環境や価値観の

多様化に加え、新型コロナウイルス感染症の拡大などの影響に伴い、社会を取り巻く情勢が

大きく変化しています。様々な市民ニーズに対応し、今住んでいる地域にこれからも住み続

けられるよう、地域を持続させていくためには、多様な担い手がそれぞれの特性を生かしな

がら、市民と行政が協力し課題解決に取り組むことがますます必要になってきています。 

今回、第２次の「一関市地域協働推進計画」の計画期間が終了することから、これまでの

取組における課題を整理し、新たな視点を取り入れることで、協働のまちづくりをさらに推

し進めていく必要があります。これまでの一関市地域協働推進計画では、地域協働体の設立

や市民センターの指定管理者制度の導入など、協働のための「仕組みづくり」に関する取り

組みを進めてきましたが、各地域で開催した住民懇談会での意見や、地域協働体へのアンケ

ート調査の結果などから、協働のための「仕組みづくり」に加え、「人づくり」及び「環境づ

くり」に一体的に取り組んでいくことが急務となっています。 

これらの状況を踏まえ、第２次「一関市協働基本計画」の方針に基づき、本市の協働の仕

組みの実践による地域協働をこれまで以上に推進するため、計画の名称を改め、「第３次一関

市協働推進計画」を策定します。 
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２  計画の位置付け 

本計画は、一関市総合計画（以下「総合計画」という。）を上位計画とし、総合計画基本計

画の実行計画である、「一関市協働基本計画」に定める協働の取組を推進するための、計画と

するものです。 

上位計画との関係 
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協働のまちづくりにおける補完性の原則のイメージ図 

３  計画の期間 

本計画は、令和６年度から令和 10年度までの５年間とし、総合計画との整合を図るとと

もに、状況に応じて見直しを行います。 

４  用語の定義 

本計画で使用する用語を、次のとおり定義します。 

    協働 

    協働の主体である市民組織、企業、行政がお互いの立場を尊重し、公共的、公益的な活

動を継続的な話し合いと合意により、協力して行動すること。 

    地域協働

地域の自治会（民区、町内会、集落公民館などを含む。以下同じ。）、各種団体、市民、

民間事業者（企業）などの多様な主体が、一定の地域において互いに、又は行政と地域の

特性や課題などを共有したうえで、役割を分担しながら、地域課題の解決や地域の実情に

沿って地域づくりに取り組むこと。

    地域協働体

  一定の区域（市民センターの管轄区域）において、自治会や地域の各種団体などが中心

となって形成された団体で、地域づくり計画に基づき、地域課題の解決に向けた地域づく

り活動を持続的に実践する組織。

    補完性の原則

    個人や家庭、地域でできることは自助、共助で解決し、それでも解決できない場合は、

地域と行政との協働、もしくは公助として行政が補完、支援すること。
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    円卓会議

    市民組織※１、企業、行政が、情報の共有、課題の解決等を図るため、対等な立場で話し

合う場。

 ※１自治会、各種団体、市民活動団体、まちづくり団体、ボランティア団体など

第２章 第２次計画の取組成果と課題 

１  これまでの地域協働の推進に係る取組の経過 

地域や行政を取り巻く社会情勢の変化に伴い、従来の行政主導のまちづくりから、地域

と行政が協働したまちづくりが必要となったことから、平成 26 年３月に第 1次地域協働推

進計画を策定し、地域協働体の体制強化と活動支援を柱とした支援制度の構築から実施に

至るまでの基本的な事項を定め、協働のまちづくりに取り組んできました。 

第１次地域協働推進計画の下、市内 33 の地域で地域協働体が設立され、各地域の特色を

生かした事業が展開されてきました。 

また、平成 30 年３月に策定した第２次地域協働推進計画の下では、地域協働体が市民セ

ンターの管理運営を行うことにより、市民主体の地域づくり活動を促進するうえでより効

果的であることから、段階的・年次計画的に指定管理者制度の導入を進め、令和５年度ま

でに 30 の市民センターで地域による管理が行われ、地域づくりの拠点としての機能の充実

を図ってきました。 

しかし、地域を取り巻く環境は、人口減少の影響や少子高齢化社会の進展などで高齢者

世帯の増加や地域活動の参加者や担い手の減少、各種団体の役員の高齢化など、様々な課

題に直面しています。現在の地域課題は複雑、多様化してきていることから、引き続き地

域協働体、市民、企業、行政など多様な主体が協働しながら、課題解決に向けた活動を活

性化させていくことが必要です。 
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（主な経過） 

平成 22 年度    一関市協働推進アクションプラン策定（Ｈ23.4 施行） 

平成 25 年度    地域協働の仕組みづくり検討会議設置 

専任集落支援員の配置 

一関市地域協働推進計画策定（Ｈ26.4 施行） 

平成 26 年度   地域協働体の設立が始まる 

         地域協働体支援事業補助金創設 

         地域協働推進員の配置開始 

平成 27 年度      公民館を市民センターに移行 

地域担当職員を配置 

          地域協働体活動費補助金（ひと・まち応援金）創設 

平成 28 年度      市民センター指定管理者制度の導入開始 

平成 29 年度    地域協働体と市との意見交換会開催 

平成 30 年度   地域協働支援員の配置 

一関市地域協働推進計画（第２次）策定（Ｈ31.4 施行） 

令和３年度    地域づくりモデル事業交付金創設 

第２次一関市協働基本計画策定（Ｒ4.3施行） 

（一関市協働推進アクションプラン見直し） 

令和４年度    地域協働体活動費補助金廃止 

令和５年度       地域づくり交付金創設 

              一関市地域協働推進計画（第３次）策定に向けた住民懇談会の開催 
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２ 地域づくり計画の達成状況 

第２次地域協働推進計画に沿って各地域協働体が策定した地域づくり計画の事業

がどの程度達成しているか、また、地域協働に係る行政施策への評価について、地域

協働体に対しアンケート調査を実施したところ、次のような結果となりました。

（対象 33 団体／回答 33 団体 100％） 

  第２次計画における地域協働体の事業等の達成状況

各地域協働体が策定した計画に沿って、地域づくりの取組が概ね進んでいるものと

見受けられますが、あまり進んでいないとする地域協働体もあり、今後、地域づくり

計画の見直しも含めて、取組等を検討する必要があります。

  特にも、地域協働の考え方や取組が市民にあまり浸透していない、役員の成り手不

足が懸念されるとする地域協働体が多いことから、市民意識の醸成や人材の育成を

目的とした取組の必要性も挙げられています。

⑧ 地域協働体として今後取り組みたい地域課題 

  ・高齢者対策（買い物困難者への支援、移動支援） ・人口減少問題及び若者の事業参画、住民の意識啓発への取組等 

・地域防災  ・子育て支援  ・役員の担い手不足     

0 5 10 15 20 25

①行政機能の支援

②多様な機能の創出

③民主的意見の調整

④地域の人材育成

⑤新たな活性化実現

⑥計画の進捗度合

⑦意識啓発の浸透

①行政機能

の支援

②多様な機

能の創出

③民主的意

見の調整

④地域の人

材育成

⑤新たな活

性化実現

⑥計画の進

捗度合

⑦意識啓発

の浸透

ほとんど進んでいない 0 0 0 0 2 0 1

あまり進んでいない 4 4 4 8 2 7 12

まあまあ達成 15 16 17 14 14 22 14

ほぼ達成 12 12 9 10 12 4 6

上回る取組み 2 1 3 1 3 0 0

地域協働体による達成状況

⑦地域協働の浸透度 

⑥計画の進捗度合 

⑤新たな活性化実現 

④地域の人材育成 

③民主的意見の調整 

②多様な機能の創出 

①行政機能の支援 
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      第２次計画における行政の施策に対する評価   

①協働体設立支援

② 計 画 策 定 支 援

③ 意 見 交 換 の 場

④ 協 働 の 啓 発

⑤研修情報の提供

⑥ 若 者 等 の 参 加

⑦地域協働体支援

⑧ 財 政 的 支 援

⑨ 雇 用 職 員 支 援

⑩市民活動センター

⑪指定管理者制度

⑫ 交 流 促 進

⑬ 地 域 担 当 職 員

⑭ 市 職 員 の 意 識

⑮ 企 業 の 参 画

0 5 10 15 20 25 30

①協働体設立支援

②計画策定支援

③意見交換の場

④協働の啓発

⑤研修情報の提供

⑥若者等の参加

⑦地域協働体支援

⑧財政的支援

⑨雇用職員支援

⑩市民活動センター

⑪指定管理者制度

⑫交流促進

⑬地域担当職員

⑭市職員の意識

⑮企業の参画

①協働

体設立

支援

②計画

策定支

援

③意見

交換の

場

④協働

の啓発

⑤研修

情報の

提供

⑥若者

等の参

加

⑦地域

協働体

支援

⑧財政

的支援

⑨雇用

職員支

援

⑩市民

活動セ

ンター

⑪指定

管理者

制度

⑫交流

促進

⑬地域

担当職

員

⑭市職

員の意

識

⑮企業

の参画

不満 1 1 3 1 0 1 1 0 3 1 3 3 0 4 2

やや不満 1 2 7 12 4 12 5 4 14 0 6 7 7 8 12

普通 25 22 15 17 17 18 21 11 12 14 18 15 18 18 16

ほぼ満足 6 8 8 3 12 2 5 15 4 14 6 7 8 3 3

満足 0 0 0 0 0 0 1 3 0 4 0 0 0 0 0

行政施策に対する評価

⑮ 企 業 の 参 画

⑭ 市 職 員 の 意 識

⑬ 地 域 担 当 職 員

⑫ 交 流 促 進

⑪指定管理者制度

⑩市民活動センター

⑨ 雇 用 職 員 支 援

⑧ 財 政 的 支 援

⑦地域協働体支援

⑥ 若 者 等 の 参 加

⑤研修情報の提供

④ 協 働 の 啓 発

③ 意 見 交 換 の 場

② 計 画 策 定 支

①協働体設立支援
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行政の施策に対しては、いちのせき市民活動センターによる支援や、財政的支援につい

ては、普通以上の評価を受けました。特にも、地域協働体活動費補助金を地域づくり交付

金に変更したことにより、これまで以上に地域協働体の自主的、主体的な取組が促進され

たことから、約半数からほぼ満足との評価を受けました。

 一方、交付金の算定の見直しや協働のまちづくりの啓発、若者等の地域活動への参加に

ついて、行政による積極的な関わりが求められています。

３  第２次計画の主な成果 

本市では、第２次計画に基づき、すべての人が地域を支え、創る一員として行動するこ

とにより「協働の仕組みが実践される住み良い地域社会を創る」ことを目指して取組を推

進してきました。 

これまでの取組の主な成果は次のとおりです。 

   地域協働の仕組みと組織づくり 

一関市地域協働推進計画に掲げる「地域協働体」の役割や重要性の理解を深めながら、

地域協働体の設立に向けた取組や、各地域協働体が作成した地域づくり計画の見直しが 14

地域で進められるなど、地域の現状に沿った地域課題の解決のための取組が進められてき

ました。 

また、移動市長室や、地域協働体と市の意見交換会の開催、地域協働や公共交通をテー

マにした住民懇談会を開催するなど、地域課題についての話し合いを行い、行政への意

見・要望の把握に努めました。 

    さらに、協働のまちづくりを広く住民に理解してもらうため、いちのせき協働ニュース

「輪っしょい！」を発行するなど、継続した啓発活動を行いました。 

⑯行政施策についての意見

・市が各協働体との連携の中心となって、良い事例は横展開してほしい。

・定期的な情報交換の場と必要な研修を継続して実施してほしい。

・市職員も地域協働体の事業や行事に参加してほしい。

・地域づくり活動は、地域住民が主体的に行わなければならないと考えるので、住民一人一人の負担にならない程度の

地域づくり活動を推進してほしい。

 ・地域協働体に対して、各種団体や他の組織からの期待が大きすぎる。

・市の協働推進は市民センターの指定管理とセットになっているが、市が行っていた時と比較して事務量が増えている。
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   地域人材の育成と確保

地域協働体の職員を対象とした階層別職員研修の開催や自治会を対象とした自治会長サ

ミットの開催など、地域の人材育成に繋がる学習の機会を提供しました。 

また、地域協働体や市民センター、いちのせき市民活動センターが協力し、各種活動に

若者や幅広い世代が参加できるような機会の創出に取り組んできました。 

   地域の特性を活かした取組の推進 

これまで以上に地域協働体の自主的、主体的な取組を促進するため、「地域協働体活動費補

助金」を見直して、「地域づくり交付金」を創設し、地域づくり計画に基づいた取組を支援し

てきました。 

また、指定管理者制度の導入により地域協働体が市民センターの管理運営を行い、活動の

拠点とすることが、市民主体の地域づくり活動を促進するうえでより効果的であると考える

ことから、段階的・年次計画的に指定管理を進め、令和５年度までに 30の市民センターで、

地域による管理が行われ、地域づくりの拠点機能の充実を図ってきました。 

さらに、地域協働体の活動をはじめ市民活動を支援し、協働のまちづくりを推進するため、

中間支援業務をＮＰＯ法人に委託し、地域及び市民組織と行政の間に立ち、地域づくり活動

の支援に取り組んできました。 

   地域協働体相互及び行政との連携強化 

    地域協働体相互の情報共有を図るため、成果報告会の開催やいちのせき市民活動センタ

ーによる地域活動に関する情報提供や相談の場の提供により、地域協働体相互の交流が促

進されています。 

また、地域協働体と行政とのパイプ役となる地域担当職員を配置しチーム会議を開催す

ることにより、地域協働の取組支援及び連携強化につながりました。 

    企業の参画促進 

   市内の事業者が、環境保全や美化活動などの社会貢献活動や、地域活動へ参加するなど

地域社会の一員としての取組が進められています。 
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４  第２次計画における課題 

第２次一関市地域協働推進計画に基づき、取組を進めてまいりましたが、一関市協働推

進会議や、各地域協働体を対象としたアンケート、住民懇談会では、次のような課題が挙

げられました。 

   地域づくり計画の継続的な推進 

地域協働体へのアンケートによると、地域づくりが順調に進んでいると回答した地域協

働体が多い中で、一部の地域協働体では取組が遅れている状況にあります。地域づくり計

画には、各地域の将来像（ビジョン）を掲げ、地域の課題やその解決の方向性などが盛り

込まれており、住み良い地域社会を創っていくためには、地域協働体を中心とした地域全

体で、地域づくり計画を継続的に推進していくことが必要です。

また、社会情勢の変化や取組を進めていく中で、組織体制や地域づくり計画の見直しを

必要とする地域もあります。

   地域協働の啓発 

市が進める協働のまちづくりを浸透させていくため、いちのせき協働ニュース「輪っし

ょい！」を継続して発行するなど、普及啓発に取り組みました。

しかし、新型コロナウイルス感染症の感染拡大などの影響により、対面での啓発活動が

実施できなかったことなどから、広く市民に地域協働の考え方や取組が認知されるまでに

至っていない状況にあります。

今後も継続的な普及啓発活動により、協働のまちづくりに対する理解を深めていく必要

があります。

   後継者不足と若者の参画促進 

        人口減少や少子高齢化が進む中で、地域においては様々な活動が行われていますが、参加

者の減少や固定化が課題となっています。 

また、地域の役員のなり手が少ないため、役員の高齢化も進み、長期間役員を引き受けざ

るを得ないや、事務局や役員の負担が重いとの意見が出るなど、地域の人材育成が課題とな

っています。 

若い人が各種活動に参加しやすい環境をつくるとともに、幅広い世代の参画が求められて

います。 
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    支援制度の見直し 

地域協働体活動費補助金や地域づくり交付金などにより、地域協働の取組を支援してきま

したが、地域協働体が進める課題の解決に向けた取組を進める中で、地域協働体の規模に応

じた交付金の見直しや地域協働体職員の待遇改善が求められています。 

   地域と行政の連携 

これまで地域協働体と行政との連絡会議や地域担当職員の配置などにより、地域と行政の

連携を図ってきましたが、地域協働を進めるためには、一層の連携を図ることが必要となっ

ています。

さらに、地域協働体の活動状況に応じた、中間支援組織としてのいちのせき市民活動セン

ターによるサポートが引き続き求められています。

   事業者による地域協働への参画 

        市が進める協働のまちづくりを浸透させていくための普及啓発などの取組が十分ではな

かったことから、事業者の協働の取組への理解が進んでいません。 

企業の特性や専門性を生かし、地域課題解決に向けた取組を推進するため、情報の提供を

より一層強化するとともに、企業と市民との協働の機会の創出や連携強化が求められていま

す。 
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第３章 本計画の基本方針と取組 

１ 前計画からの見直しについて

本市では、協働のまちづくりの推進を施策に掲げ、協働のための「人づくり」「環境づく

り」「仕組みづくり」に取り組んできました。そして、市民主体の地域づくり活動の促進

と、市民と行政の協働によるまちづくりを推進する第 1次及び第２次「一関市地域協働推

進計画」を策定し、地域協働体の設立や市民センターの指定管理者制度の導入など、協働

のための「仕組みづくり」に関する取組を進めてきました。 

第３次計画の策定に当たり、住民懇談会や地域協働体へのアンケートを実施した結果、

共通した課題が「人づくり」や「環境づくり」に関するものでありました。各組織に共通

している課題の効果的な解決を図るためには、「人づくり」「環境づくり」「仕組みづくり」

に一体的に取り組むことが有効と捉え、令和５年度までを計画期間とする第２次一関市地

域協働推進計画を見直し、第３次一関市協働推進計画として、３つの基本方針を掲げ、各

種事業に取り組むこととしました。 

２  本計画の目指す姿 

『協働の仕組みが実践される住み良い地域社会を創る』 

     人口減少や少子高齢化など社会環境が大きく変わりつつあり、また、公共サービスに対

する住民ニーズが多様化してきている今日の社会において、市民、各種団体、企業、行政

など多様な主体が創意工夫をし、ともに行動することが重要です。 

       本計画は、すべての人が地域を支え、創る一員として行動することにより「協働の仕組

みが実践される住み良い地域社会を創る」ことを目指します。 

３-１  協働の考え方 

   協働とは、「協働の主体である市民組織、企業、行政がお互いの立場を尊重し、公共的、公益的

な活動を継続的な話し合いと合意により、協力して行動すること」をいいます。

   また、一関市では、協働のスタイルとなる行動基準を次の３つとします。

  対等の立場で相互の役割と責任を果たすこと。 

  地域課題を解決するため、継続して話し合うこと。 

  地域の良さを尊重し、地域コミュニティを重視したまちづくりを推進すること。 
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３-２  地域協働の推進にあたっての基本的な考え方 

       次の２つの基本的な考え方を踏まえ、地域協働を推進します。 

○自立型の地域づくり 

「自分たちの地域は自分たちで守り、創る」を基本に、市民一人ひとりが当事者とな

り、地域のことを考え、自らが実践する自主・自立の地域づくりを促進していくことと

します。 

また、地域で取り組むことがより効果的、効率的なもの、身近なところで自ら判断し

実施した方がよいものなどについて、地域の創意と主体性を活かし取り組んでいきま

す。

○補完性の原則 

       これまで公共サービスは専ら行政が担うものとして、その範囲を拡大してきました

が、多様化する住民ニーズに対して、市民、地域、行政等が連携し、お互いが支えあ

い、補完しながら解決するという「補完性の原則」の考え方を基本に進めていくこと

とします。 

３-３ 地域協働体の位置付けと役割 

  地域協働体の位置付け 

① 地域住民や各種団体等と情報共有、連携、調整を行い、地域の特性を活かした地域

づくりや地域課題の解決に取り組むなど地域コミュニティを代表する組織です。 

② 地域課題に関する市民の意見を市の施策に反映させるため、当該地域における行政

事業に関し、地域を代表して意見するなど協働のまちづくりを進めるための行政のメ

インパートナーです。 

   ・  地域協働体は、地域づくり計画の実行を推進する。行政は、地域づくり計画など地域

協働体で決定された事項を尊重し、市の施策への反映に努める。 

   ・  地域の実情に応じ、地域が行った方が効果的、効率的な事業を行政と協議のうえ、実

施する。（公園等の管理運営、道路等維持、子育て・福祉事業の運営など） 

  地域協働体の役割 

     地域協働体には５つの役割を期待しています。 

例示すると次のような活動の視点や事業等が考えられますが、地域の実情に応じて、

地域協働体が必要な取組を実践します。 
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４ 市民センターの活用及び地域による管理 

  市民センターの活用

市民センターは、地域協働体、市民及び各種団体など多くの人の「集い」の核として、「と

もに考える」場をつくり、お互い協力し、支え合う地域社会の拠点となっています。

また、市民主体の生涯学習や地域づくりの取組を通じて、人材育成や地域の担い手の確保

を図るとともに、生涯各時期における各種社会教育事業や芸術、文化に関連した事業、各種

団体などと連携した事業を継続して行っていきます。

  地域による市民センターの管理

地域協働を進めるに当たって、市民センターの管理運営を地域協働体が行うことは、市民主体の

地域づくり活動を促進するうえで、より効果的であり望ましいと考えています。 

     また、行政が施設の管理運営に必要な経費を負担することにより、生涯学習や社会教育の各種事

業と連携した地域づくり活動が展開しやすくなるとともに、地域の特性を活かした取組や人材育成

が中長期的に取り組めるなど、持続的な地域協働の取組が確保される仕組みと考えています。 

引き続き、地域による市民センターの管理を順次進めていきます。 

区 分 活動の事例 

①行政機能や基礎的コミュ

ニティ機能の支援・補完 

・単位自治会や単独の地域組織でできないことへの連携対応 

・活動拠点としての市民センターの管理運営 

・市総合計画等への意見提出や市の施策への提案    など 

②多様な住民参画を通じた

コミュニティ機能の再

生・創出 

・高齢者サロン、買物代行、子育てサロン 

・環境パトロール、防犯パトロール 

・都市と農村の交流事業             など 

③民主的な地域意見の調整

や集約 

・アンケート、意見交換、ワークショップ 

・将来ビジョン、地域づくり計画の策定と推進 

・地域要望、ニーズの取りまとめと提案      など 

④コミュニティ活動を通じ

た地域の人材育成、確保 

・各種事業の実施による地域内交流の促進、人材育成 

・研修会、講演会、視察、講座の実施 

・活動や交流を通じた地域人材の発掘       など 

⑤新たなまちづくりや活性

化の実現 

・夏まつり、文化祭の実施、体験学習等の受入 

・共同店舗運営、農産物の加工、提携販売、特産品開発販売 

・地域住民の買い物支援 

・高齢者世帯の見守り              など 
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みんなで創る地域協働の仕組みとイメージ 
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５ 施策の基本方針 

地域を取り巻く現状やこれまでの取組成果と課題を踏まえ、一関市協働基本計画に掲げる

次の３つの基本方針に基づき、各種事業に取り組みます。 

基本方針１ 協働のための人づくり 

   基本方針２ 協働のための環境づくり 

   基本方針３ 協働のための仕組みづくり 

 ６ 成果指標 

目標の達成度については、一関市総合計画の指標を活用し、成果指標とするほか、各基本方

針において個別に指標を設定し、検証します。 

【一関市総合計画の指標】 

指標 単位 
現状 

（令和４年度） 

目標 

（令和 10 年度） 

１ 
市民１人当たりの市民センター利

用回数 
回／年 3.77 4.23 

市民センターは、地域協働体、市民及び各種団体など多くの人の「集い」の核となっており、

「ともに考える」場をつくり、お互い協力し、支え合う協働のまちづくりの拠点です。 

市民１人当たりの市民センター利用回数は、市民センターの活用度や地域協働体や自治会、

各種市民活動団体の活性化度を示す指標です。 
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一関市協働推進計画（第３次）体系図 

注：表中の記号は、◎は先導的に取り組む主体、○は、参加、協力する主体 

基本方針 取組主体

№ 施策 具体的な取組 市民等 協働体 市 

基本方針１ 協働のための人づくり

１ 市民意識の啓発 

①情報発信機能及び体制の強化 ○ ○ ◎ 

②地域協働体職員等情報交換会、活

動成果報告会の開催 
○ ○ ◎ 

２ 地域の人材育成 

③学習機会の提供 ○ ○ ◎ 

④地域運営への参画の促進 ○ ◎  

⑤市政への参画 ◎ ○ ○ 

３ 市職員の意識高揚 
⑥職員研修の実施   ◎ 

⑦職員意識調査の実施   ◎ 

基本方針２ 協働のための環境づくり 

１ 協働の主体の充実 
⑧市民が市民とつながる交流の場 ○ ◎ ○ 

⑨事業者との連携 ○ ○ ◎ 

２ 協働を進めるための場づくり 
⑩自治会等活動費総合補助金の活用 ◎  ○ 

⑪円卓会議の促進 ○ ◎ ○ 

基本方針３ 協働のための仕組みづくり 

１ 情報の共有と意見の反映 
⑫「地域づくり計画」の市政への反映  ○ ◎ 

⑬「地域協働体と行政との意見交換  ○ ◎ 

２ 行政等の支援 
⑭地域協働体等への財政的支援  ○ ◎ 

⑮職員による活動支援  ○ ◎ 

３ 中間支援組織による支援 ⑯中間支援組織による支援 ○ ○ ◎ 

４ 事業形態の選択活用 ⑰事業形態の活用 ○ ○ ◎ 

５ 地域協働の仕組みづくり 
⑱地域協働体の組織づくり ○ ○ ◎ 

⑲地域による市民センターの管理 ○ ◎ ○ 
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７  主要な施策・事業 

基本方針１ 協働のための人づくり 

  市民意識の啓発 

① 地域の課題や将来像をお互いに共有し、役割を分担して取り組む、協働のまちづくり

に関する総合的な情報提供を行います。 

事業１ 情報発信機能及び体制の強化 拡充 

内

容

○協働及び地域協働の意味や取組の事

例、地域協働体や市民活動団体の活動

状況などについて、多様な媒体を用い

て定期的に情報発信を行います。 

実 施 年 度

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 

実施 → → → → 

② 「自らがまちづくりの担い手である」という意識を高め、市民一人ひとりのまちづくり

への自発的な関わりを促進します。

事業２ 地域協働体職員等情報交換会、活動成果報告会の開催 拡充 

内

容

○地域協働体・自治会の担い手として

の意識の醸成を図るため、地域活動の

成功事例や悩みを共有する情報交換会

を開催します。 

○地域協働体の活動成果を広く周知す

るとともに、まちづくりへの自発的な

関わりを促進するため、活動成果発表

会を開催します。 

実 施 年 度

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 

実施 → → → → 
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  地域の人材育成 

① 市民組織の中心的な役割を担う人材を、あらゆる機会を活用し育成します。

② 市民の誰もが学習できるような機会を確保、提供し、幅広い年代の参画につなげます。

事業３ 学習機会の提供 拡充 

内

容

○地域協働体の職員に対して、地域協

働体の運営などに係る研修の機会を提

供するとともに、階層別職員研修など

を開催します。 

○多様な人材による地域活動の参画を

支援するため、必要な知識や技術の習

得を目的とした担い手養成講座などを

開催します。

実 施 年 度

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 

実施 → → → → 

事業４ 地域運営への参画の促進 新規 

内

容

○地域の中で活動する様々な団体や個

人を、地域運営の話し合いや事業の企

画運営に参加を促し、新たな人材育成

に努めます。 

実 施 年 度

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 

検討 実施 → → → 

事業５ 市政への参画 新規 

内

容

○審議会等への委員の選任など、市民

の多様な知識や技術等を適時に市政に

反映する仕組みであるまちづくりスタ

ッフバンクへの登録や、パブリックコ

メントにより市政に参画します。 

実 施 年 度

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 

実施 → → → → 
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  市職員の意識高揚 

① 協働のまちづくりに関する共通理解を図るとともに、課題解決に必要な力を向上させる

ため、職員研修に取り組みます。

② 一市民としてもまちづくり活動に参画します。

事業６ 職員研修の実施 継続 

内

容

○職員が協働の意味を正しく理解し、

実践できるよう職員研修や新採用職員

研修等を行います。 

また、職員も地域の一人として地域活

動に積極的に参加するよう意識の醸成

を図ります。 

実 施 年 度

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 

実施 → → → → 

事業７ 職員意識調査の実施 新規 

内

容

○職員の協働に対する理解度や地域活

動や市民活動への参加状況について、

定期的に意識調査を実施します。その

結果を踏まえて、在職中や退職後の地

域活動や市民活動への積極的な参加を

促します。 

実 施 年 度

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 

実施 → → → → 

  指標                                         

指標 単位 
現状 

（令和４年度） 

目標 

（令和 10年度） 

１ 輪っしょい!!WEB への年間アクセス数 件 7,033 10,000 

２ まちづくりスタッフバンクの登録者数 人 41 61 

３ 市職員の協働に対する認知度 ％ － 90 



21 

基本方針２ 協働のための環境づくり

  協働の主体の充実 

① 協働の主体となる持続可能な組織に向けて、若者など幅広い年代が参画しやすい仕組

みづくりを進めます。 

② 市内の各地域や民間事業者（企業）などの様々な主体との交流や連携を進め、多様な

人材が参画するまちづくりを促進します。 

事業８ 市民がつながる交流の場の充実 新規 

内

容

○協働のまちづくりを促進するため、

若者や多様な主体が連携することが必

要であることから、地域の活動や課題

を学ぶ交流の場の創出に取り組みま

す。 

〇地域行事や会議を開催する際は、お

互い声を掛け合うなど参加しやすい環

境づくりに取り組みます。 

実 施 年 度

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 

実施 → → → → 

事業９ 事業者との連携 継続 

内

容

〇事業者の特性や専門性を生かした地

域課題解決に向けた取組を推進するた

め、情報を提供するとともに、事業者

と市民との協働の機会の創出や連携強

化に努めます。 

実 施 年 度

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 

実施 → → → → 

  協働を進めるための場づくり 

① 自治会等の集会施設整備に努めます。 

② 地域協働体が地域の円卓会議の役割を担い、活発な意見交換ができるよう推進します。 

事業 10 自治会等活動費総合補助金の活用 継続 

内

容

〇自治集会所等の整備で必要となる費

用の一部を補助する制度を継続して実

施するとともに、制度の周知を図りま

す。 

実 施 年 度

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 

実施 → → → → 
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事業 11 円卓会議の促進 新規 

内

容

〇地域の特性や課題に応じた取組を進

めるため、自治会や地域協働体が話し

合いの場を設けることを促すととも

に、職員も積極的に参加し、地域内に

おける課題を共有します。 

実 施 年 度

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 

実施 → → → → 

  指標                                         

指標 単位 
現状 

（令和４年度） 

目標 

（令和 10 年度） 

１ 地域協働体の活動件数 件 466 486 

２
いちのせき市民活動センターによる話

し合い支援の件数 
件 138 150 

基本方針３  協働のための仕組みづくり 

  情報の共有と意見の反映 

① 行政情報を可能な限りわかりやすく各種媒体を活用して提供に努めるとともに、市民の

意見や提言について施策等への反映に努めます。 

② 市民と行政は、意見交換の機会確保に努め、幅広い年代の市民同士での情報提供、意見

交換に努めます。 

事業 12 「地域づくり計画」の市政への反映 継続 

内

容

〇地域協働体等からの意見・要望・提

言等については、事業の優先順位や役

割・負担の程度を基に、市の施策への

反映に努めます。 

実 施 年 度

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 

検討 → 実施 → → 
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事業 13 「地域協働体と行政との意見交換の場」の設置 継続 

内

容

○移動市長室等の機会を活用し、地域

と市長が地域の将来像を共有するため

の意見交換会を開催します。  

○地域づくり計画の実施等に関して、

地域協働体からの申出により、地域協

働体と市との意見交換会を開催しま

す。 

実 施 年 度

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 

実施 → → → → 

  行政等の支援 

① 市民組織が行う公共的、公益的活動について、行政等は人、物、お金の支援を行います。 

事業 14 地域協働体等への財政的支援 継続 

内

容

〇地域協働体や自治会が取り組む地域

課題の解決や地域の特性を活かした地

域づくり活動に対し、地域づくり交付

金及び自治会等活動費総合補助金によ

る支援を行います。 

実 施 年 度

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 

実施 → → → → 

事業 15 職員による活動支援 継続 

内

容

〇市職員は、地域の現状や課題、目指

す方向性を把握すると共に、地域の課

題解決に向けた取組を支援します。 

実 施 年 度

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 

実施 → → → → 

  中間支援組織による支援 

① いちのせき市民活動センターなどを中間支援組織として位置付け、行政との役割分担を

行い、組織相互の連携促進と市民組織の活動を支援します。 

事業 16 中間支援組織による支援 継続 

内

容

〇地域における話し合いの場におい

て、課題の抽出・共有、解決に向けた

取組への助言、先進事例の紹介など、

地域に寄り添った支援を行います。 

実 施 年 度

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 

実施 → → → → 
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  事業形態の選択活用 

① 協働による事業形態は、相乗効果が最も見込まれるものを選択して、その機能が十分生

かされるよう努めます。 

事業 17 事業形態の活用 継続 

内

容

〇事業形態の選択に当たっては、相乗

効果が最も見込まれるものを選択し、

その機能が十分生かされるよう努めま

す。 

※事業形態：共催、後援、実行委員

会、委託、補助、協定など 

実 施 年 度

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 

実施 → → → → 

  地域協働の仕組みづくり 

① 地域協働体を中心とした市民主体の地域協働の仕組みづくりを促進し、地域の活性化を

図ります。 

② 市民センターを地域づくりの拠点として位置付け、地域の活力の創出につなげます。 

事業 18 地域協働体の組織づくり 継続 

内

容

〇地域協働体による市民主体の地域づ

くりをより一層進めるため、地域協働

体設立に向けた取組や、地域協働の仕

組みと組織づくりを、いちのせき市民

活動センターと連携し、支援します。 

実 施 年 度

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 

実施 → → → → 

事業 19 地域による市民センターの管理 継続 

内

容

〇地域協働体は、地域協働を進めるに

あたり、市民センターの管理運営を担

うとともに、市民主体の協働のまちづ

くりを推進します。 

〇行政は、施設管理に必要な費用を負

担するとともに、研修の機会や情報の

提供、学習事業実施に係る助言、支援

等を行います。 

実 施 年 度

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 

実施 → → → → 
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  指標                                          

指標 単位 
現状 

（令和４年度）

目標 

（令和 10 年度） 

１ チーム会議の開催数 回 125 170 

２ いちのせき市民活動センター年間相談件数 件 2,335 2,500 

３ 地域協働体の設立件数 件 33 34 
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第４章 計画の推進に向けて 

１ 計画の推進体制 

本計画に掲げる施策の効果的な推進を図るために、地域協働体をはじめ、自治会組織や

ＮＰＯ法人、地域活動に関わりを持つ各種団体、企業など、多様な主体と緊密に連携しな

がら計画を推進します。 

２ 計画の進行管理 

    協働を推進するにあたり、市は常に協働に対する理解が得られるよう努めるとともに、

施策の進捗状況を把握していく必要があるため、本計画に定める事業については、次に掲

げる方法により進行管理を行います。

計画の進行管理

協働推進会議を開催し、協働推進計画の進捗状況及び進め方、見直しなどについて意見

を求めます。

    評価と検証

    行政は、協働で取り組んだ事業について、参加者を対象としたアンケート調査や、意見

聴取等を行い、第三者視点による評価に努めるとともに、協働推進会議で客観的な評価、

検証を行います。

３ ＳＤＧｓと本計画の関連性 

本計画は、SDGｓの多くの理念につながるものです。

    その中で、SDGｓで示された 17のゴールのうち、主な５つのゴールを意識して取り組む

ものとします。



第３次一関市協働推進計画（案）に対する意見の概要及び意見に対する考え方 

第５回一関市協働推進会議

番号 ページ 項目 ご意見の概要 ご意見に対する考え方 

１ １ 

第１章 

１計画策定の背景と

目的 

・下から７行目 

「これまでの、一関市・・・」を「これまでの一関市・・・」

読点を削除してはダメか 

・下から１行目 

「･･･を策定いたします。」を「･･･を策定します。」 

個々だけが、特に丁寧すぎるような気がします。 

・文章の見直しを行い、文末などの表現を統一しまし

た。 

いただいたご意見のとおり修正しました。 

２ ２ ２計画の位置付け 

・わかりやすくて良いが、本計画が「一関市協働推進計画

（令和６年度～令和 10 年度）であることを図の中で強調

すべきでは？（太字にするとか・・・ 

・キャッチコピーは必要でしょうか？必要なら本計画のキ

ャッチ（わっしょい・・・）も付記してはいかがでしょう。

・「みつけよう…」は将来像として、他の多くの計画に

も記載されていることから記載しております。「協働の

仕組み…」は目指すまちの姿であり、第３次協働推進計

画の目指す姿でもあることから記載しております。 

・上位計画との関係図については、他のご意見も踏ま

え、別紙計画（案）のとおり修正しました。 

３ ２ ２計画の位置付け 

・挿入されている図がわかりづらいと思う。 

・10 月３日開催の協働推進会議の資料３の図の方が、総合

計画との位置付けがわかりやすい。（地域協働体地域づく

り計画との連携は、横に追記してはどうか。） 

・上位計画との関係図については、他のご意見も踏ま

え、別紙計画（案）のとおり修正しました。 

４ ３ ４ 用語の定義 

 地域協働体 

・新役員も多くなっていることから、「一定の区域におい

て」をあえてわかりやすく「一定の区域（市民センター単

位）において」と市民センター単位であることを強調して

もよいのではないか。 

・一関市地域協働体の登録に関する要綱において、「協

働の意思の形成が可能な一定の区域（市民センターの

管轄区域を基準として、市長が適当と認める区域をい

う）」と定めているので、（市民センターの管轄区域）を

追加しました。 

1



５ ４ ４ 用語の定義 

 円卓会議 

・用語の定義で円卓会議が追加されていますが、事業 10の

名称は変更されましたし、資料中に出てきますか？ 

・21 ページの（２）②に記載されております。 

 円卓会議は、地域での話し合いの基本的な形と捉え

ております。事業名についても、「円卓会議の促進」 

に変更したいと考えております。 

６ ５ 

第２章 

第２次計画の取組成

果と課題 

・経過を年表で示すことで、まとまっていてわかりやすく

なったと思います。 

７ ５ 主な経過 

・令和４年度の地域づくり交付金創設の前に、地域協働体

活動費補助金を廃止と入れた方がよいのではないか。（仕

組みが変わったことを明らかにしておくため） 

・地域協働体活動費補助金から地域づくり交付金に移

行したことは大きな転換期と捉えております。 

ご意見のとおり、修正しました。 

８ ６ ２ (1) 

・グラフが追加されたことはとても良いと思います。 

そのうえで何点か意見です。 

・地域協働体による達成状況のグラフ中にある数字は回答

団体の数だと思いますが、グラフからそれが読み取れませ

ん。 

枠内に数字の補足を入れるか、パーセント表示にしたほ

うが良いと思います。 

・グラフの色分けですが、グレーはマイナスのイメージが

あります。「まあまあ達成」はプラスの評価ですので 

明るい色にしてはどうですか？暖色系はプラス、寒色系は

マイナスで分けてもいいと思います。 

また、全体把握もよいと思いますが、一関市は広いので地

域別のアンケート結果もあると良いと思います。 

・グラフについては、ご意見のとおり表しているものと

数値が不一致であることから、グラフの種類を変更し、

項目ごとの意見を表にすることで数値を確認しやすく

しました。 

・地域別については、今後の参考とさせていただきま

す。 

2



９ ７ 

第２次計画における

行政の施策に対する

評価 

・「地域協働体活動費補助金による支援についは・・・」

とあるがここでは補助金についての評価ではないので、

（補助金制度から交付金制度への移行が評価されたのだ

と認識しております）「活動費補助金による」という文言

は削除すべきではないでしょうか？

・グラフの表記は財政的支援となっておりますので、下

段の表現についても財政的支援に修正いたします。 

10 ７ 

（２）第２次計画にお

ける行政の施策に対

する評価 

・評価文中、上から２行目 

「⑦財政的支援」は「⑧財政的支援」ではないか。 
・ご意見のとおりであり、修正しました。 

11 ８ 
３ 第２次計画の主

な成果 

・成果をあげることできたことは、文章だけではなく、写

真を掲載した方が取組の様子が伝わると思う。 

・（「輪っしょい！」の発行、自治会サミット、住民懇談会

の様子など。） 

・写真やイラストを使用し、見やすい計画となるよう努

めます。 

 ただし、写真については、掲載の可否を確認しながら

使用したいと考えております。 

12 11 
(5) 地域と行政の連

携 ４行目 

・『いちのせき市民活動センターなどによる中間支援組織

としてのサポート』とあるのは、『中間支援組織としてのい

ちのせき市民活動センターのサポート』ではないか。 

・ご意見のとおりであり、修正しました。 

13 13 

第３章 

３－３地域協働体の

位置付けと役割 

・ -②の最後の行（公園等の・・・の運営等） 

下線（波線）が付されていますが、何か意味があるのか。

ほかに、こういう箇所はないと思います。 

・ご意見のとおりであり、修正しました。 
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14 14 
３-３（２）地域協働体

の役割 

・区分①活動の事例に、「市総合計画等への意見提出や市の

施策への提案」が第２次計画に記載されていましたが、削

除されているので、一文記載し、行政とのパートナー関係

を示した方がよい。 

・地域協働体は「当該地域における行政事業に関し、地

域を代表して意見するなど協働のまちづくりを進める

ための行政のメインパートナー」と位置付けられてい

ることから、意見提出や施策への提案は、活動の例とし

て適当と考えますので、ご意見のとおり追加いたしま

す。 

15 17 
一関市協働推進計画

（第３次）体系図 

・③学習機会の提供 の次に④地域運営への参加を追加 

人材育成のためには、行政だけではなく地域側の努力も

必要であり、話し合いなど運営面に参加を促すことで自然

な人材育成をすることが急務である。取組主体は協働体。

これを追加すると、実施年度も追加となる。 

・ご意見のとおり、人材育成のためには、行政だけの取

組では難しいと捉えております。 

地域協働体などを中心に、地域運営への参加を促す

取り組みにより人材育成へとつなげる取組が重要と考

えることから、ご意見のとおり、事業を追加いたしま

す。 

16 17 
一関市協働推進計画

（第３次）体系図 

・二重丸と丸の２つで表したことで、どこが主体なのかが

わかりやすくなったと思います。 

17 21 事業 10 

・「円卓会議」を「話し合い」に修正いただいたが、前段

の用語の定義も付記され、協働基本計画の基本方針にも

記載があるので、「円卓会議の促進」でよろしいのではな

いかと思います。

・円卓会議は、地域での話し合いの基本的な形と捉えて

おります。事業名についても、「円卓会議の促進」 

に変更したいと考えております。 

18 21 ６ 成果指標 

・基本方針毎に指標が追加されていたが、内容的にそれだ

けで評価していいのか疑問に思った。例えば、地域協働体

の活動件数とあるが、この報告件数は事業数で報告した件

数であり、円卓会議の回数はカウントされていない事にな

る。 

・話し合いの場が大切だと考えるならば、例えば市との懇

・指標については、一部他の計画の協働に係る分野の指

標を採用しております。 

 会議の持ち方については、協働体ごとに考え方や取

組が異なっている状況であることから、回数を設定す

ることより、活発な意見交換ができる場が持てるよう

推進していきたいと考えております。 
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談会やまち協専門部会の会議など、課題について協議した

件数を指標とした方がいいと思う。 

・また、市職員の協働に対する認知度を調査するのであれ

ば、自治会などの地域活動に参加している職員の割合など

具体的な内容を調査した方がわかりやすいと思う。 

・市職員意識調査については、理解度に加え地域活動へ

の参加状況等についても調査する想定であります。調

査事項については、今後の取組に生かせるような内容

を検討してまいります。 

19 25 第４章 ３ 

・住み続けられるまちづくりという目的であれば、SDGs 「1 

貧困をなくそう」と「8 働きがいも経済成長も」を入れて

はどうか？ 

・第２次一関市協働基本計画に合わせて５つのゴール

を記載しました。 

１と８が協働推進計画のどのような取組に当たるのか

ご教授いただきたい。 

20  その他 

・令和 10年までの計画という中で、NEC 跡地の活用も同じ

時期に当てはまるトピックだと思います。 

協働の「人づくり」「環境づくり」「仕組みづくり」とい

う一関市協働推進計画策定に至る背景、地域を持続させて

いくという目的の中ではこの協働推進会議も無関係では

ないように思います。 

・こういったまちづくりの会議にかかわらせていただきな

がら、知り合いから「NEC 跡地ってどうなるの？」という

質問を受けたとき回答を持てないことが歯がゆいです。 

・まちづくり推進部は、「まちづくり」を進める部署と

して、協働などのソフト面に加え、一ノ関駅東口工場跡

地の利活用などのハード面についても担当しているも

のと捉えられているのが現状でありますが、ハード面

については、担当していないところであります。 

・また、一関市協働推進会議は、協働推進について、全

市的な情報共有、意見交換等を行う中核組織でありま

す。 

・委員には、歯痒い思いをさせてしまい、大変恐縮です

が、協働推進会議の役割についてご理解いただき、周囲

の皆様にもご説明いただきますようお願いいたしま

す。 

21  その他 

・全体的に長い文章ばかりでくどいかなと思った。 

・パブリックコメントの資料は全部読む気にならないと思

う。 

・多方面からご意見をいただいております。 

・概要版などを作成し、変更点等がわかりやすい資料の

作成に努めてまいります。 
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第３次一関市協働推進計画（案）に対する意見の概要及び意見に対する考え方 

 パブリックコメント募集期間：令和６年２月６日（火）から令和６年２月 20日（火）まで

ご意見数：３件（１人）

番号 ページ 項目 ご意見の概要 ご意見に対する考え方 

１ 17 市職員の意識高揚 

取り組み主体が市になっているが、市内部での研修で

完結するのではなく協働の現場や苦労を知る意味でも協

働体などにも関わってもらい協働の必要性や理解を高め

る工夫をするのはいかがか？ 

市職員が地域協働体の現状などについて知ることは、業

務上必要と考えております。 

ご意見いただいた内容については、研修内容を検討する

際の参考とさせていただきます。 

２ 19 市政への参画 

パブリックコメントの仕方を工夫し、市民が市政を理

解し、参加のしやすさを図ります。 

６年度７年度 検討 ８年度から実施 

※パブリックコメントの募集について、素案が掲載され

ているだけで、市民としては、何がどう変わるか分かり

にくく意見しにくいため、要約版で、「ここが課題だから、

新しい計画では、こう取り組む」という分かりやすさが

あると良い。 

パブリックコメントの方法については、計画等の素案に

加え、概要版などの分かりやすい資料を用いるなど、市民が

市政に参画しやすくなるよう、努めてまいります。 

また、パブリックコメントによる市政への参画について

は、まちづくりスタッフバンクへの登録と同様に地域の人

材育成に繋がる取組であると考えることから、主要な施策・

事業の「市政への参画」の内容に追加しました。 

３ 19 職員研修の実施 

行政と地域協働体等が連携し、一関市協働研修のプロ

グラムを作成し、より協働の必要性が理解できるような

内容にすることが望ましいです。 

６年度７年度で検討 ８年度から実施できるといいで

す。 

協働の研修プログラムについては、市民意識の醸成や市

職員の意識高揚を進めていく上で必要なものと捉えており

ます。 

ご意見いただいた内容については、今後の研修の内容を

検討する際の参考とさせていただきます。 


